
主　　催：一般社団法人日本電気協会新聞部（電気新聞）
特別協力：日本エネルギー環境教育学会
後　　援：経済産業省／文部科学省／環境省／独立行政法人国立高等専門学校機構／一般財団法人省エネルギー

センター／電気事業連合会／一般財団法人電力中央研究所（申請中・予定含む）

教育支援事業教育支援事業
電気新聞（一般社団法人日本電気協会新聞部）は2022年度からエネルギー教育を

実践する学校に対し活動費を助成する「エネルギー教育支援事業」を始めました。
同事業は、今回の募集で4回目となりますが、すでにエネルギー教育に
取り組んでいる学校に加え、新たに活動を開始する学校も対象です。

持続可能な開発目標（SDGs）を踏まえ、「エネルギーの安定供給の確保」、
「地球温暖化とエネルギー問題」、「多様なエネルギー源とその特徴」、

「省エネルギーに向けた取り組み」などエネルギーの重要な視点に関する活動を通じ、
次世代層がエネルギーについて深く学ぶ機会にしていただきたく、

多くの学校のご応募をお待ちしています。

募集期間

2024年

9月1日日～10月31日木 

※小・中・高・高専合わせて15校程度

活動助成費 15万円1校
あたり

応募
待ってます！

2025年度 電気新聞

必着

責　了
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2025年度
電気新聞

応募があった小学校、中学校、高等学校および高等
専門学校の中から合計で15校程度を選考し、2025年
度の活動費として、1校あたり15万円を助成します。

▶ 助成の内容（予定）

2024年9月1日（日）～10月31日（木）必着
▶ 募集期間（予定）

▶ 応募から実施までのスケジュール

2024年
10月31日（木） 応募締切

11月〜 書類選考 ➡ 選考委員会

12月 実施校発表

2025年
2月 教育活動費振込

4月〜 教育活動開始

2026年
3月 教育活動終了

4月 実施報告書、会計報告書提出

▶ 応募の方法
応募用紙に必要事項をご記入の上、事務局宛てにメー
ル（WordかPDF）もしくは郵送でご応募ください。
※応募用紙（Ｗord版）は、電気新聞ウェブサイトからダウンロー
ドいただけます。

▷応募用紙の記入項目

① 活動の目的および教育上の位置づけ
	 ※どのような方針、目的を持って取り組むのか

② 具体的な活動計画と希望支援内容、実施予算
	 ※希望する支援内容の具体例
	 　・教材の購入や制作費・講師謝金・施設見学料・資料代等

	 【予算申請に関わる留意点】
▷計画している活動（エネルギー教育）に必要な物品購
入（資料、教材、実験器具購入等）、支出に限る。

▷文房具や用紙代等の文房具用品は学校の活動予算（実
習費等）でまかなう。

▷パソコンの購入など、他の活動でも使えるものは不可。
▷交通費は、児童・生徒へのエネルギー教育を目的とし
たもの（施設見学会に伴う旅費等）に限る。

▷エネルギー教育を目的として講師を招聘する場合の謝
金、交通費は可。

③ 期待する学習成果・効果
※子供たちの活動を通して、どのように学習の成果を確
認するか

④ 2026年度以降の活動計画や方向性
※今後のエネルギー教育への取り組み方針や目標、展望
について

※応募書類等は原則返却いたしません。

また、希望される方には、昨年度の「エネルギー教
育支援事業	実施報告集」（取り組みの内容、使用し
た教材、施設見学、講演会などを記載）を送付します。
下記のTELやEメールにてお申し付けください。

電気新聞　総務局内「エネルギー教育支援事業」係
〒100-0006　東京都千代田区有楽町1-7-1
有楽町電気ビル北館3階
TEL：03(3211)1558　FAX：03(3201)4738
Eメール：kyouiku＠denki.or.jp
電気新聞ウェブサイト：
https://www.denkishimbun.com/event/

▶ お申し込み・問い合わせ先

▶ 選考および発表（予定）

応募締め切り後、日本エネルギー環境教育学会の協
力のもと選考委員会で実施校を決定し、電気新聞紙
上およびホームページで発表します。

エネルギーエネルギー教育
支援事業 応募要項

2025年度（2025年4月〜2026年3月）に、小学校、
中学校、高等学校および高等専門学校で行うエネル
ギー教育活動が対象です。

▶ 応募の要件

➡学校全体での取り組み
➡教科、総合的な学習等における授業づくり
➡教材の開発や活用
➡学科（高校・高専）での取り組み
➡課外（クラブ活動、地域、企業・団体、PTA等）

と連携した取り組み

例

責　了
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